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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 当社は関連会社がありませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりません。

３ 当社は、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
10月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成17年 
10月１日 

至平成18年 
９月30日 

売上高（百万円） 21,645 23,138 26,753 44,683 48,019 

経常利益（百万円） 1,784 1,867 1,724 3,346 3,369 

中間(当期)純利益（百万円） 992 821 1,026 1,865 1,593 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 3,958 3,958 3,958 3,958 3,958 

発行済株式総数（株） 10,951,415 10,951,415 10,951,415 10,951,415 10,951,415 

純資産額（百万円） 18,178 19,333 20,600 19,070 20,105 

総資産額（百万円） 26,356 27,822 31,872 27,891 28,787 

１株当たり純資産額（円） 1,691.23 1,798.91 1,916.90 1,770.07 1,870.80 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
92.36 76.40 95.48 169.30 148.22 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 50.00 50.00 

自己資本比率（％） 69.0 69.5 64.6 68.4 69.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,102 320 1,048 2,438 1,092 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△294 1,194 △1,144 △1,582 △879 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△322 △537 △537 △324 △539 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
3,867 4,891 3,091 3,913 3,587 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

614 

(487) 

650 

(592) 

886 

(771) 

657 

(504) 

710 

(590) 



２【事業の内容】 

 当社は、医薬品、健康食品、化粧品、育児用品および日常雑貨品等を、当社が直営する店舗において一般消費者に

販売する小売業であります。加えて、本年２月より介護事業にも参入しております。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況                                 平成19年３月31日現在 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社は、労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

従業員数（人） 886 (771) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期の国内経済は前期に引き続き拡大傾向を持続し、株式市場も金融業界・不動産業界を中心に活況を呈し

ました。個人消費においては低価格商品と高額商品を選択して使い分ける消費行動が定着し、環境変化に追いつか

ない店舗・業態はすぐに陳腐化してしまう現象も日常化してまいりました。小売業界では依然として店舗のオーバ

ーストアを起因とする競争が半ば恒常化しており、当社が属するドラッグストア業界では、大手企業同士の合併・

提携・再編による本格的なグループ化および、囲い込み競争の時代に突入いたしました。 

 このような環境下、当中間期の当社の業績は堅調に推移をいたしました。当社の主要顧客である「セイジョー・

クラブカード」の会員数は現在140万人に達し、個別のお客様への固有の情報提供を可能にしております。 

 店舗については、府中けやき通店等10店舗の新規出店、子会社の株式会社シブヤ薬局合併による28店舗増加、所

沢中央店等17店舗の改装を実施しました。また、経営資源の有効活用のために３店舗を閉鎖し、当期末の店舗数は

250店舗となりました。 

 この結果、当中間期の当社の業績は子会社合併による効果および一時的な影響によって、売上高267億53百万円

(対前年同期比15.6％増)、経常利益は17億24百万円(対前年同期比7.6％減)、当期純利益は10億26百万円(対前年同

期比25.0％増)となりました。なお、売上高経常利益率は6.4％となりました。 

  ① 医薬品 

 当中間期前半にハンドクリーム等の冬物商品が苦戦いたしましたが、後半に風邪薬や花粉症が従前の予測以上に

売上を伸張した結果、売上高は81億36百万円(対前年同期比21.2％増)となりました。このうち調剤部門の売上高は

16億36百万円(対前年同期比61.5％増)となりました。 

  ② 健康食品 

 メディアによる健康情報の氾濫、ネット通販や訪販などを中心としたメーカーのチャンネル政策等によって、売

上高は16億77百万円(対前年同期比0.7％増)に留まりました。 

  ③化粧品 

 高付加価値商品の導入、男性化粧品の増加や高齢化・若年齢化なども起因として使用者が拡大し、売上高は75億

67百万円(対前年同期比15.3%増)となりました。 

  ④ 育児用品 

 売上高は５億66百万円(対前年同期比3.8％増)となりました。 

  ⑤ 日用雑貨品 

 販売促進施策や商品構成の見直しを積極的に推進した結果、売上高は51億42百万円(対前年同期比8.6%増)となり

ました。 

  ⑥ その他 

 お客様の利便性を考慮し、従前の郊外型大型店以外にも積極的に食品や酒の導入を図った結果、売上高は36億62

百万円(対前年同期比25.4％増)となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当上半期における現金および現金同等物は、合併による現金および同等物の増加額が１億37百万円ありましたが、

現金および現金同等物の減少額が６億33百万円であった結果、30億91百万円となりました。 

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロ－) 

 税引前中間純利益17億63百万円に減価償却費３億90百万円を加え、法人税等の支払額４億82百万円、たな卸資産の

増加額３億80百万円等を差し引いた結果、10億48百万円の収入超過となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロ－) 

 定期預金の預入による支出10億10百万円に有形固定資産の取得による支出３億29百万円、保証金の差入による支出

２億82百万円等を加え、定期預金の払戻による収入５億10百万円を差し引いた結果、11億44百万円の支出超過となり

ました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロ－) 

 配当金の支払額５億37百万円等により、５億37百万円の支出超過となりました。 

 下半期につきましては、設備投資実行の成果としての営業活動によるキャッシュ・フローの収入超過が想定される

とともに、設備投資実行の結果としての投資活動によるキャッシュ・フローの支出超過が想定されます。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 商品仕入実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他の主な内容は、食品、医療用具、DPE（写真の現像・焼き付け）、ペット用品等であります。 

(2）販売実績 

① 地域別売上高 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 本部の売上には、フランチャイズ店への商品供給（卸売上高）が含まれております。 

３ 備考欄は、当期首からの店舗の増減を記載しております。 

品目 

当中間会計期間 
自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

医薬品 5,451 26.6 130.2 

健康食品 1,271 6.2 103.8 

化粧品 6,397 31.2 121.5 

育児用品 520 2.5 105.7 

雑貨類 4,066 19.8 109.5 

その他 2,807 13.7 121.5 

合計 20,514 100.0 119.3 

地域 

当中間会計期間 
自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 備考 

東京都  （145店舗） 16,488 61.7 104.8 11店舗増 3店舗減 

神奈川県 （38店舗） 4,570 17.1 109.5 3店舗増 

静岡県   （20店舗） 2,563 9.6 158.9 2店舗増 

埼玉県   （39店舗） 2,166 8.1 192.0 22店舗増  

千葉県    （3店舗） 352 1.3 94.8   

栃木県    （1店舗） 56 0.2 99.0   

山梨県    （3店舗） 241 0.9 6,081.9   

愛知県    （1店舗） 93 0.3 193.9   

本部 220 0.8 32,498.7   

合計（250店舗） 26,753 100.0 115.6 38店舗増 3店舗減  



② 品目別売上高 

 （注）１ その他の主な内容は、食品、医療用具、DPE（写真の現像・焼き付け）、ペット用品、介護等であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③ 単位当たり売上高 

 （注）１ 売上高、売場面積及び従業員数は、直営店における数値を記載しております。 

２ 従業員数には、営業部門の従業員、嘱託社員及び臨時従業員（１人１日８時間換算）を含み、本社管理部門

社員及び出向社員は含んでおりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

④ 主要顧客別売上状況 

 該当事項はありません。 

品目 

当中間会計期間 
自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日 

金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

医薬品 8,136 30.4 121.2 

健康食品 1,677 6.3 100.7 

化粧品 7,567 28.3 115.3 

育児用品 566 2.1 103.8 

雑貨類 5,142 19.2 108.6 

その他 3,662 13.7 125.4 

合計 26,753 100.0 115.6 

項目 
当中間会計期間 

自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日 

前年同期比（％） 

売上高 26,753百万円 115.6 

１㎡当たり売上高 
売場面積（平均） 52,351㎡ 134.3 

１㎡当たり売上高 0百万円 86.1 

１人当たり売上高 
従業員数（平均） 1,565人 136.3 

１人当たり売上高 17百万円 84.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

株式の取得（子会社化）及び合併（吸収合併）  

 平成18年10月１日付けで株式会社シブヤ薬局の全株式を取得し、完全子会社といたしました。また、平成19年２月

１日に同社を吸収合併いたしました。  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において完成した主要な設備は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のその他には、差入保証金等を含めております。 

２．従業員数欄の[  ]は、臨時従業員の平均雇用人員を外書しております。 

３．上記の金額には、消費税等を含めておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（百万円） 

機械装置 
（百万円）

器具備品 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積㎡) 

その他 
（百万円）

合計 
（百万円） 

南伊豆下賀茂店 

 (静岡県賀茂郡) 
 店舗 13 － 11 － 20 44 

 2 

 [5] 

都立大学駅前調剤店 

（東京都目黒区） 
 店舗 7 0 1 － 3 13 

 1 

 [0] 

府中けやき通り店 

（東京都府中市) 
 店舗  52 0 8 － 118 179 

 4 

 [3] 

湖西店 

（静岡県湖西市) 
 店舗  27 － 16 － 33 76 

 3 

 [3] 

千歳船橋調剤店 

（東京都世田谷区) 
 店舗 9 0 1 － 4 16 

 2 

 [1]  

片瀬江ノ島店 

（神奈川県藤沢市） 
 店舗 18 － 1 － 3 22 

  2  

  [1]  

座間店 

（神奈川県座間市） 
 店舗 11 － 0 － 4 16 

  2  

  [0]  

東中野５丁目店 

（東京都目黒区） 
 店舗 25 － 3 － 14 42 

 3 

  [0]  



２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末において実施中又は計画中であった設備の新設等のうち、当中間会計期間中に完成したものは、

「１ 主要な設備の状況」に記載のとおりであります。 

(2）重要な設備の新設等 

 当中間会計期間において確定した設備計画の主なものは、次のとおりであります。 

 （注）１．今後の所要額 448百万円については自己資金によりまかなう予定です。 

    ２．予算金額には、差入保証金等を含めております。 

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

必要性 
投資予定総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

今後の所要額 
（百万円） 

着手 
年月 

完了予定 
年月 

増加予定 
面積（㎡） 

 掛川横須賀店 

 （静岡県掛川市） 
店舗  

 販売力 

 の強化 
51 51 －

平成19

年2月 

平成19 

年4月 
1,012.42 

 あざみ野店 

 （神奈川県横浜市） 
同上  同上  61 26 35

平成19 

年1月 

平成19 

年5月 
377.29 

 その他の新店舗 

 （８店舗） 
同上  同上  364 143 220

平成18 

年11月 

平成19 

年9月 
未定  

 改装店舗 

 （30店舗） 
同上  同上  300 107 192

平成18 

年10月 

平成19 

年8月 
未定 

合計 777 328 448  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,200,000 

計 18,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,951,415 10,951,415 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 10,951,415 10,951,415 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年10月１日～ 

 平成19年3月31日 
－ 10,951,415 － 3,958 － 4,315 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の株式であります。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式400株（議決権４個）が、

含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

斉藤 正人 東京都世田谷区 1,599 14.60 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 484 4.42 

ゼファーマ株式会社 東京都中央区日本橋本町２－７－１ 475 4.34 

日本トラストィ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 404 3.69 

斉藤 昭子 東京都世田谷区 376 3.44 

山口 裕子 東京都世田谷区 369 3.37 

万城目 ひとみ 東京都世田谷区 369 3.37 

小津産業株式会社 東京都中央区日本橋本町３－６－２ 346 3.16 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 327 2.98 

明治安田生命保険相互会社 

常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
319 2.91 

計 － 5,073 46.33 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 204,300 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,716,500 107,165 － 

単元未満株式 普通株式 30,615 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 10,951,415 － － 

総株主の議決権 － 107,165 － 



②【自己株式等】 

 （注） 当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」欄に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社セイジョー 
東京都世田谷区成城

６－16－７ 
204,300 － 204,300 1.87 

計 － 204,300 － 204,300 1.87 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高（円） 2,700 2,445 2,880 2,950 3,040 2,855 

低（円） 2,030 1,930 2,400 2,620 2,610 2,520 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第55期中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第56期中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第55期中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日

まで）及び第56期中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表について新日本監査

法人の中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   3,415     4,124     3,620    

２ 売掛金   391     777     446    

３ 有価証券   1,499     514     999    

４ たな卸資産   5,513     7,129     5,936    

５ その他   1,041     1,312     1,303    

６ 貸倒引当金   －     △1     －    

流動資産合計     11,862 42.6   13,857 43.5 12,306 42.7   

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１ 建物   2,627     3,766     3,346    

２ 土地   6,650     6,650     6,650    

３ その他   847     630     527    

有形固定資産合計     10,125 36.4   11,047 34.7 10,524 36.6  

(2）無形固定資産     728 2.6   1,284 4.0 795 2.8   

(3）投資その他の資産                     

１ 投資有価証券   360     376     362    

２ 保証金   3,557     4,065     3,672    

３ その他   1,189     1,244     1,128    

貸倒引当金   △1     △2     △1    

投資その他の資産

合計 
    5,105 18.4   5,683 17.8 5,161 17.9  

固定資産合計     15,959 57.4   18,015 56.5 16,481 57.3  

資産合計     27,822 100.0   31,872 100.0 28,787 100.0  

           

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※３ 1,418     1,377     1,322    

２ 買掛金   4,377     5,511     4,617    

３ 短期借入金   －     800     －    

４ １年以内償還予定

の社債 
  －     20     －    

５ 未払法人税等   653     796     552    

６ 賞与引当金   160     176     232    

７ 役員賞与引当金   －     22     45    

８ 補助券引当金   127     151     137    

９ その他 ※２ 808     1,159     816    

流動負債合計     7,545 27.1   10,016 31.4 7,723   26.9 

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債   －     140     －    

２ 退職給付引当金   437     506     447    

３ 役員退職慰労引当

金 
  318     337     328    

４ その他   186     271     182    

固定負債合計     942 3.4   1,255 4.0 958   3.3 

負債合計     8,488 30.5   11,271 35.4 8,682   30.2 

                     

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     3,958 14.2   －     －  

Ⅱ 資本剰余金                    

１ 資本準備金   4,315     －     －    

資本剰余金合計     4,315 15.5   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金                    

１ 利益準備金   227     －     －    

２ 任意積立金   9,830     －     －    

３ 中間（当期）未処

分利益 
  1,129     －     －    

利益剰余金合計     11,186 40.2   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 
    118 0.5   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △244 △0.9   － －   － － 

資本合計     19,333 69.5   － －   － － 

負債・資本合計     27,822 100.0   － －   － － 

                     

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成19年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     － －   3,958 12.4   3,958 13.8 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   －     4,315     4,315    

(2）その他資本剰余

金 
  －     －     －    

資本剰余金合計     － －   4,315 13.5   4,315 15.0 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   －     227     227    

(2）その他利益剰余

金 
                   

別途積立金   －     9,830     9,830    

繰越利益剰余金   －     2,389     1,901    

利益剰余金合計     － －   12,446 39.1   11,958 41.5 

４ 自己株式     － －   △245 △0.8   △245 △0.9 

株主資本合計     － －   20,474 64.2   19,986 69.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評

価差額金 
    － －   126 0.4   119 0.4 

評価・換算差額等合

計 
    － －   126 0.4   119 0.4 

純資産合計     － －   20,600 64.6   20,105 69.8 

負債純資産合計     － －   31,872 100.0   28,787 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     23,138 100.0   26,753 100.0   48,019 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,339 70.6   19,120 71.5   34,285 71.4 

売上総利益     6,799 29.4   7,632 28.5   13,734 28.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    5,111 22.1   6,079 22.7   10,764 22.4 

営業利益     1,687 7.3   1,553 5.8   2,969 6.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   194 0.9   203 0.7   425 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２   14 0.1   32 0.1   25 0.1 

経常利益     1,867 8.1   1,724 6.4   3,369 7.0 

Ⅵ 特別利益  ※３    － －   70 0.3   － － 

Ⅶ 特別損失 ※4,5    429 1.9   31 0.1   543 1.1 

税引前中間（当
期）純利益     1,438 6.2   1,763 6.6   2,826 5.9 

法人税、住民税及
び事業税   615     754     1,262    

法人税等調整額   1 617 2.7 △17 737 2.8 △29 1,233 2.6 

中間（当期）純利
益     821 3.5   1,026 3.8   1,593 3.3 

前期繰越利益     308     －     －  

中間（当期）未処
分利益     1,129     －     －  

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 1,901 11,958 △245 19,986 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当           △537 △537   △537 

役員賞与の支払                   

別途積立金の積立                   

中間純利益           1,026 1,026   1,026 

自己株式の取得               △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

  

                  

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 488 488 △0 488 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 2,389 12,446 △245 20,474 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
119 119 20,105 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △537 

役員賞与の支払       

別途積立金の積立       

中間純利益     1,026 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

  

6 6 6 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
6 6 495 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
126 126 20,600 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 8,630 2,091 10,948 △243 18,979 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当           △537 △537   △537 

役員賞与の支払           △46 △46   △46 

別途積立金の積立         1,200 △1,200 －   － 

当期純利益           1,593 1,593   1,593 

自己株式の取得               △2 △2 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

  

                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － 1,200 △190 1,009 △2 1,007 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,958 4,315 4,315 227 9,830 1,901 11,958 △245 19,986 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年９月30日 残高 

（百万円） 
91 91 19,070 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当     △537 

役員賞与の支払     △46 

別途積立金の積立     － 

当期純利益     1,593 

自己株式の取得     △2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 

  

27 27 27 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
27 27 1,035 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
119 119 20,105 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純利益 

  1,438 1,763 2,826 

減価償却費   299 390 681 

賃借料   1 － 1 

受取家賃   △142 △137 △284 

広告宣伝用資産受贈
益 

  △13 △18 △48 

貸倒引当金の増減額
（△減少） 

  0 △0 0 

補助券引当金の増加
額 

  9 13 19 

賞与引当金の減少額   △88 △72 △16 

役員賞与引当金の増
減額(△減少) 

  － △22 45 

退職給付引当金の増
加額 

  16 11 26 

役員退職慰労引当金
の増加額 

  7 9 17 

受取利息及び受取配
当金 

  △4 △8 △14 

店舗移転立退料   － △70 － 

固定資産除却損   19 9 67 

無形固定資産除却損   － － 2 

減損損失   404 9 412 

社屋移転費用   － － 39 

店舗解約違約金   3 12 20 

売上債権の増加額   △123 △189 △178 

たな卸資産の増加額   △669 △380 △1,091 

仕入債務の増減額
（△減少） 

  187 △84 331 

未払消費税等の増減
額(△減少) 

  △55 71 △92 

その他の資産の増加
額 

  △62 △7 △237 

その他の負債の増減
額(△減少) 

  △16 19 56 

役員賞与の支払額   △46 － △46 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

小計   1,167 1,319 2,541 

利息及び配当金の受
取額 

  4 7 14 

家賃の受取額   142 133 284 

店舗移転立退料の受
取額 

  － 70 － 

店舗解約違約金の支
払額 

  － － △5 

法人税等の支払額   △993 △482 △1,742 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  320 1,048 1,092 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入によ
る支出 

  △10 △1,010 △523 

定期預金の払戻によ
る収入 

  1,410 510 1,423 

有価証券の取得によ
る支出 

  － △500 △499 

有価証券の償還によ
る収入 

  999 500 999 

短期貸付金の貸付に
よる支出 

  － △300 △50 

短期貸付金の回収に
よる収入 

  － 350 － 

有形固定資産の取得
による支出 

  △928 △329 △1,747 

有形固定資産の売却
による収入 

  113 － 113 

無形固定資産の取得
による支出 

  △60 △154 △170 

子会社株式の取得に
よる支出 

  － △140 － 

長期前払費用の取得
による支出 

  △30 △11 △59 

保証金の差入による
支出 

  △356 △282 △473 

保証金の返還による
収入 

  130 227 184 

長期貸付金（建設協
力金）の貸付けによ
る支出 

  △93 △34 △123 

長期貸付金（建設協
力金）の回収による
収入 

  19 26 46 

その他の投資の回収
による収入 

  0 3 0 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,194 △1,144 △879 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

自己株式の取得によ
る支出 

  △1 △0 △2 

配当金の支払額   △536 △537 △537 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △537 △537 △539 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少） 

  977 △633 △326 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  3,913 3,587 3,913 

Ⅶ 合併による現金及び現
金同等物の増加額 

  － 137 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  4,891 3,091 3,587 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

同左 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

①商品 

 売価還元法による原価法 

 ただし、調剤薬品について

は総平均法による原価法 

①商品 

同左 

①商品 

同左 

②貯蔵品 

 最終仕入原価法 

②貯蔵品 

同左 

②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建物     ３～50年 

 工具器具備品 ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、営業権については商

法施行規則第33条に基づく取得

時より５年間の均等償却処理を

行っております。また、自社利

用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。   

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。   

 ただし、のれんについてはの

れんの影響が及ぶ期間を考慮

し、取得より５年間または10年

間の均等償却処理を行っており

ます。また、自社利用のソフト

ウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、自社使用のソフトウ

エアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

 なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上する方法によっており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支払に備えるため、将来の支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支払に備えるため、将来の支

給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による按分額

をそれぞれ発生年度より費用処

理しております。 

(3）退職給付引当金 

     同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による按分額

をそれぞれ発生年度より費用処

理しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退任による退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を計上し

ております。 

(4）役員退職慰労引当金 

  同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退任による退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。 

(5） ────── (5）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支払に備えるため、支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

しております。 

(5）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支払に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

(6）補助券引当金 

商品の販売に伴い、顧客に付

与したポイント及びポイントに

より交付したお買物補助券の利

用に備えるため、当中間会計期

間末において将来利用すると見

込まれる額に原価率を乗じた金

額を計上しております。 

(6）補助券引当金 

同左 

(6）補助券引当金 

商品の販売に伴い、顧客に付与

したポイント及びポイントによ

り交付したお買物補助券の利用

に備えるため、当期末において

将来利用すると見込まれる額に

原価率を乗じた金額を計上して

おります。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理方法によってお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資であります。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  (役員賞与に関する会計基準) 

 従来、役員賞与は株主総会の利益処

分案決議による未処分利益の減少とし

て会計処理しておりましたが、前事業

年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11

月29日)に基づき、発生時に費用処理

することとしております。 

  この結果、従来の方法と比較して、

営業利益、経常利益及び税引前中間純

利益は、それぞれ22百万円減少してお

ります。  

 (役員賞与に関する会計基準) 

 従来、役員賞与は株主総会の利益処

分案決議による未処分利益の減少とし

て会計処理しておりましたが、当事業

年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11

月29日)に基づき、発生時に費用処理

することとしております。 

  この結果、従来の方法と比較して、

営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ45百万円減少してお

ります。  

     

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これにより、4０4百

万円を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

  なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。これにより、412百

万円を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

  なお、減損損失累計額は、改正後の

財務諸表等規則に基づき、有形固定資

産（土地を除く）については減価償却

累計額に含めて間接控除し、土地及び

無形固定資産については直接控除して

おります。  

     

──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 前事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日)を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は20,600百万円であります。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正に

により、当中間会計期間における貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日)を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は20,105百万円であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正にによ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  (企業結合に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日企業会計基準第

７号）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月27日 企業会計基準適用指針第10

号)を適用しております。  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年３月31日） 

前事業年度末 
（平成18年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,662百万円 3,667百万円 2,914百万円

     

※２ 消費税等の取扱 

 仮受消費税等と仮払消費税等は

相殺のうえ流動負債のその他に25

百万円含めて表示しております。 

※２ 消費税等の取扱 

 仮受消費税等と仮払消費税等は

相殺のうえ流動負債のその他に65

百万円含めて表示しております。 

※２    ────── 

     

※３    ────── ※３ 中間期末日満期手形処理 

 中間期末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。なお、当中間期末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形を満期日に決済が

行われたものとして処理しており

ます。 

   支払手形 501百万円  

  

※３ 事業年度末日満期手形処理   

 事業年度末日満期手形の会計処

理については、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の事

業年度末日満期手形を満期日に決

済が行われたものとして処理して

おります。 

   支払手形 404百万円  

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3百万円 

受取家賃 142百万円 

広告宣伝用資産

受贈益 
13百万円 

受取利息 6百万円

受取家賃 137百万円

広告宣伝用資産

受贈益 
18百万円

受取利息  9百万円

受取家賃 284百万円

広告宣伝用資産

受贈益  
48百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２    ────── ※２ 営業外費用の主要項目 

盗難損失 8百万円   盗難損失 15百万円

※３    ────── ※３ 特別利益の主要項目 ※３    ────── 

  店舗移転立退料 70百万円  

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 404百万円 店舗解約違約金 12百万円 減損損失 412百万円

※５ 減損損失 ※５ 減損損失 ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて、減損

損失を計上いたしました。      

                     

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて、減損

損失を計上いたしました。      

                     

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて、減損損失

を計上いたしました。        

                     

  

場 所 用 途 種 類 減損額(百万円) 

東京都 

  9件  

店舗及び

遊休資産 

土地、建物、

その他 
364

埼玉県 

  3件 
  店  舗 建物、その他 22

その他 

  2件 
  店 舗 建物、その他 17

  

場 所 用 途 種 類 減損額(百万円)

埼玉県 

  3件 
  店  舗 建物、その他 9

  

場 所 用 途 種 類 減損額(百万円)

東京都

  12件  

店舗及び

遊休資産 

土地、建物、

その他 
372

埼玉県

  3件 
  店  舗 建物、その他 22

その他

  3件 
  店 舗 建物、その他 17

  当社は、キャッシュフローを生み

出す最小単位として店舗を基本単位

とし、遊休資産については物件単位

ごとにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

土地等の時価の下落が著しい資産グ

ループについては、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額 404百万円を減損損失として特別

損失に計上いたしました。 

その内訳は次のとおりであります。 

  当社は、キャッシュフローを生み

出す最小単位として店舗を基本単位

とし、遊休資産については物件単位

ごとにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

土地等の時価の下落が著しい資産グ

ループについては、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額９

百万円を減損損失として特別損失に

計上いたしました。 

その内訳は次のとおりであります。 

  当社は、キャッシュフローを生み

出す最小単位として店舗を基本単位

とし、遊休資産については物件単位

ごとにグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

土地等の時価の下落が著しい資産グ

ループについては、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額 412百万円を減損損失として特別

損失に計上いたしました。 

その内訳は次のとおりであります。 

建  物 79百万円 

土  地 254百万円 

そ の 他 70百万円 

建  物 8百万円

そ の 他 0百万円

建  物 86百万円

土  地 254百万円

そ の 他 70百万円

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は正味売却価額と使用価額の

うち、いずれか高い方の金額で測定

しております。重要性の高い資産グ

ループの不動産についての正味売却

価額は、売却約定価額もしくは路線

価に基づく評価額及び固定資産税評

価額を基準とし、使用価値は将来キ

ャッシュフローを7.4％で割り引いて

算出しております。 

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は正味売却価額と使用価額の

うち、いずれか高い方の金額で測定

しております。重要性の高い資産グ

ループの不動産についての正味売却

価額は、売却約定価額もしくは路線

価に基づく評価額及び固定資産税評

価額を基準とし、使用価値は将来キ

ャッシュフローを7.4％で割り引いて

算出しております。 

 なお、資産グループごとの回収可

能価額は正味売却価額と使用価額の

うち、いずれか高い方の金額で測定

しております。重要性の高い資産グ

ループの不動産についての正味売却

価額は、売却約定価額もしくは路線

価に基づく評価額及び固定資産税評

価額を基準とし、使用価値は将来キ

ャッシュフローを7.4％で割り引いて

算出しております。 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 238百万円 

無形固定資産 28百万円 

有形固定資産 307百万円

無形固定資産 52百万円

有形固定資産 555百万円

無形固定資産 68百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加額は、株主からの単元未満株式買取請求に基づく取得分であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項ありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項ありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,951,415 － － 10,951,415 

合計 10,951,415 － － 10,951,415 

自己株式        

普通株式 （注） 204,235 132 － 204,367 

合計 204,235 132 － 204,367 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月25日 

定時株主総会 
普通株式 537 50 平成18年９月30日 平成18年12月26日 



前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加額は、株主からの単位未満株式買取請求に基づく取得分であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項ありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,951,415 － － 10,951,415 

合計 10,951,415 － － 10,951,415 

自己株式        

普通株式（注） 203,496 739 － 204,235 

合計 203,496 739 － 204,235 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月26日 

定時株主総会 
普通株式 537 50 平成17年９月30日 平成17年12月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月25日 

定時株主総会 
普通株式 537  利益剰余金 50 平成18年９月30日 平成18年12月26日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定  

  3,415百万円 

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

  △23百万円 

MMF（有価証券勘定）  

  1,499百万円 

現金及び現金同等物  

  4,891百万円 

現金及び預金勘定  

  4,124百万円

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

  △1,033百万円

     

    

現金及び現金同等物  

  3,091百万円

現金及び預金勘定  

  3,620百万円

預入期間が３か月を 

超える定期預金 

  △533百万円

MMF（有価証券勘定）  

  500百万円

現金及び現金同等物  

  3,587百万円

────── 

２ 重要な非資金取引の内容  

 平成19年２月１日付で合併した

株式会社シブヤ薬局より引継い

だ資産及び負債の主な内訳は次

のとおりであります。また、合

併により増加したのれんは380百

万円であります。 

  

流動資産   1,154百万円   

固定資産    859百万円 

繰延資産     3百万円 

資産合計     2,018百万円 

流動負債    1,204百万円 

固定負債   1,054百万円 

負債合計    2,258百万円 

────── 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 

500 258 242 

無形固定
資産 

405 203 201 

合計 906 461 444 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 

492 339 152 

無形固定
資産 

467 285 181 

合計 959 625 334 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 

501 306 194 

無形固定
資産 

441 246 194 

合計 942 553 389 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

    未経過リース料中間期末残高相当額      未経過リース料中間期末残高相当額    

１年内 177百万円 

１年超 267百万円 

合計 444百万円 

１年内 191百万円 

１年超 142百万円 

合計 334百万円 

１年内 184百万円 

１年超 205百万円 

合計 389百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 90百万円 

減価償却費相当額 90百万円 

支払リース料 93百万円 

減価償却費相当額 93百万円 

支払リース料 181百万円 

減価償却費相当額 181百万円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料  未経過リース料  未経過リース料 

１年内 32百万円 

１年超 258百万円 

合計 291百万円 

────── ────── 

     

  (減損損失について)  

    リース資産に配分された減損損失はあり  

  ません。 

  (減損損失について)  

     同左 

 （減損損失について） 

  同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間会計期間末） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前中間会計期間 
（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 157 356 199 

合計 157 356 199 

 

前中間会計期間 
（平成18年３月31日） 

中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 3 

コマーシャルペーパー 1,499 

    

合計 1,503 

 

当中間会計期間 
（平成19年３月31日） 

取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 158 371 212 

合計 158 371 212 

 

当中間会計期間 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 4 

投資信託 9 

外貨証券 5 

コマーシャルペーパー 499 

合計 519 



（前事業年度末） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。  

（持分法損益等） 

 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 157 358 201 

合計 157 358 201 

 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 3 

コマーシャルペーパー 999 

合計 1,002 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 同左 同左 



（企業結合等関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

────── 

 1．結合当事企業の名称及び事業の内 

 容、企業結合を行った主な理由、企 

 業結合日並びに法的形式を含む企業 

 結合の概要 

（1）結合当事企業の名称及び事業の 

   内容 

 ①結合企業 

 株式会社セイジョー（ドラッグスト 

 ア及び調剤薬局の経営） 

 ②被結合企業 

 株式会社シブヤ薬局（ドラッグスト 

 ア及び調剤薬局の経営、介護福祉施 

 設の経営） 

  

  

────── 

  （2）企業結合を行った主な理由 

   当社は、埼玉県を中心に店舗展開 

 する株式会社シブヤ薬局を平成18年 

 10月１日に完全子会社にいたしまし 

 たが、さらに経営の効率化及び迅速 

 化を図るために合併することにいた 

 しました。 

  

  

  （3）企業結合日 

   平成19年２月１日 

  

  

  （4）企業結合の法的形式を含む企業 

   結合の概要 

   当社を存続会社、株式会社シブヤ 

 薬局を消滅会社とする吸収合併であ 

 り、結合後企業の名称は株式会社セ 

 イジョーであります。なお、合併に 

 伴う新株式の発行及び資本金の増加 

 はありません。 

   

  

   ２．実施した会計処理の概要 

   当社は、当中間会計期間より「企 

 業結合に係る会計基準」を適用して 

 おり、株式会社シブヤ薬局の資産、 

 負債は合併期日の前日に付された適 

 正な帳簿価格により計上しておりま 

 す。また、のれんとして380百万円 

 計上しております。 

  

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 1,798円 91銭 1,916円 90銭 1,870円 80銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 

76円 40銭   95円 48銭 148円 22銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

     同左       同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

中間(当期)純利益（百万

円） 
821 1,026 1,593 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)

純利益（百万円） 
821 1,026 1,593 

期中平均株式数（千株） 10,747 10,747 10,747 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 同左 １．株式の取得（子会社化）及び合併の予定（吸収合

併） 

 当社は、中長期経営計画達成の為、平成18年10月１

日付けで株式会社シブヤ薬局（以下は「同社」と呼

ぶ）の全株式を140百万円で取得し、完全子会社とい

たしました。 

 なお、平成18年11月10日に開催された取締役会にお

いて、当社が存続会社となって、同社を吸収合併する

ことが決議され、平成18年12月７日、合併契約を締結

いたしました。 

 同社は、埼玉県下が主力の出店エリアであり、店舗

の立地において当社とは補完関係にあり、ドラッグス

トア及び調剤薬局における販売面の相乗効果を発揮し

ます。 

 また、同社は、介護事業及び介護関連事業も手掛け

ており、ライフサポートカンパニーを指向する当社の

新たな事業の柱として育成し、地域医療への貢献によ

って、更なる企業価値の向上を目指します。   

      

(1）株式会社シブヤ薬局の概要 

①事業の内容 

ドラッグストア及び調剤薬局の経営、介護福祉施

設の経営他 

②直近の財務状況 

 貸借対照表の要旨（平成18年７月31日現在） 

 損益計算書の要旨 

 （自 平成17年８月1日 至 平成18年７月31日） 

③従業員・事業所等 

   従業員数          633人 

      主な事業所数 

    店舗             32ヶ所 

        介護福祉施設      7 

        居宅支援事業所   14 

  （単位：百万円）

科目 金額 

資産 2,426 

負債 2,428 

純資産 △2 

  （単位:百万円）

科目 金額 

売上高 8,047 

経常損失 △293 

当期純損失 △294 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

    (2）合併の概要 

当社を存続会社とする吸収合併方式

で、株式会社シブヤ薬局は解散しま

す。 

    ①増加資本の額及び新株式の発行割

合 

当社は、株式会社シブヤ薬局の全株

式を所有しているため、合併による

新株の発行及び資本金の増加は行わ

ないものとします。 

      ②合併期日（予定） 

合併期日は、平成19年２月１日を予

定しています。ただし、手続き進行

上の必要性その他の事由があるとき

は、両社協議のうえで日程を変更す

ることがあります。  

      

    ２．資本・業務提携の基本合意契約

の締結 

  平成18年11月20日に開催された取

締役会において、セガミメディクス

株式会社（以下は「同社」と呼ぶ）

との資本・業務提携に関する基本合

意契約の締結が決議され、同日、締

結いたしました。  

  

(1) 契約締結の目的 

 利便性を重視した大型ドラッグス

トアが乱立する中、当社は、専門性

を重視し、処方箋調剤・接客販売を

強化しながら、今後の環境変化・生

活者ニーズへの素早い対応を図るた

め、理念並びに価値観を共有しうる

パートナー企業を模索してまいりま

した。その結果、同社が最適なパー

トナーであるとの認識・判断に至

り、資本・業務提携を行うこととい

たしました。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

    (2) 契約の内容 

 ① 資本提携の内容 

  資本提携は、今後３ヶ月を目処に

各々の発行済株式総数の4.5%を相互

に保有いたしますが、具体的な株式

の取得時期及び方法につきまして

は、今後、両社協議のうえで決定い

たします。 

 ② 業務提携の内容 

  業務提携は、セルフメディケーシ

ョン時代に社会貢献しうる企業とし

ての事業規模・体質強化を果たすこ

とを第一歩と考えており、商品・店

舗運営・人材教育・店舗開発・情報

システムなどの分野において、シナ

ジー効果を迅速に実現させ、近い将

来には双方のノウハウを持ち寄り、

ドラッグストアの新事業ドメインの

確立を図るものであります。 

 

(3) 契約締結が営業活動等へ及ぼす

影響 

  当社並びに同社の社長を共同委員

長とする提携推進委員会を設置し、

同委員会において業務提携の具体策

の策定など、提携によるシナジー効

果を迅速に実現してまいりますが、

今後の業績に与える具体的な影響は

未定であります。  

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第55期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月25日関東財務局長に提出。 

臨時報告書 

 平成19年４月23日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 平成19年４月23日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合併）の規定に基づく臨時報告書であります。

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月９日

株式会社セイジョー    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中村 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイジョーの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年10月１日から平

成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社セイジョーの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月１

日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年６月14日

株式会社セイジョー    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高山 秀廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中村 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイジョーの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成18年10月１日から平

成19年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社セイジョーの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年10月１

日から平成19年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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